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１．はじめに 
 

わが国では，平成14年2月に乗合バス市場の需給調整

規制が緩和され，その後に実施されたさまざまな施策と

相まって，乗合バスを中心とする生活交通サービスは大

きく変化してきた。本稿では，規制緩和の背景を述べ，

政府による法制度改正の経緯を整理することにより，そ

の意図がどのようなプロセスを経て実現していったのか

を概観する． 
 

２．規制緩和の背景 
 

わが国における公共交通の所管官庁である運輸省

（現国土交通省）は、運輸事業の公共性、地域独占がお

こりやすいという特殊性、輸送における安全の重要性等

の観点から、需給調整規制、価格規制、安全規制等の規

制を行ってきた．このうち，需給調整規制は過当競争に

よるサービスの質の低下や安全性の低下の防止，市場に

おける独占性の付与により採算路線と不採算路線との間

のいわゆる内部補助を容易にすることによるサービスの

確保，「規模の経済性」によって社会的により低い費用

でのサービスの供給を可能とすることを通じて、安全か

つ良質な運輸サービスを安定的に供給し、国民の利便の

確保を図ることを目的として行われてきた． 

しかし，その一方でこの規制の存在により，利用者

の多様なニーズに対応して創意工夫を凝らした適時適切

なサービスの供給や既存事業者におけるより効率的な事

業運営努力等が阻害され、結果的に利用者の利便の確

保・増進が困難になる恐れが生じてきた。 

この当時、1980 年代の航空規制緩和に端を発する規

制緩和の潮流がわが国にも及び、交通事業のみならず産

業全般について市場原理に基づく活性化が指向されてお

り、様々な分野で競争制限的な規制のあり方を見直すこ

とが重要な課題となっていた。そこで運輸省は、平成 8

年 12 月に従来の運輸行政を転換し、その根幹をなして

きた需給調整規制を目標期限を定めて原則廃止すること

とした。乗合バス事業については、「生活路線の維持方 
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策の確立を前提に、遅くとも平成 13 年度までに廃止す

る」ことが規制緩和推進計画に盛り込まれ、平成9 

年 3 月に閣議決定された。これを受け、同年 4 月、

「交通運輸における需給調整規制廃止に向けて必要とな

る環境整備方策について」運輸大臣より運輸政策審議会

に諮問され、平成 11 年 4 月に、今後の乗合バスのあり

方についての答申が自動車交通部会から出された。 

このような経緯を経て、平成 12 年 5 月に道路運送法

が改正され，14年2月に需給調整規制が撤廃された． 

この経緯は、事業者の収支状況という観点から見る

とわかりやすい。各家庭に自家用車が普及するまでは、

公共交通の役割は現在に比べて格段に大きく、多数の利

用者が見込めたため、路線バス事業にはそれなりのうま

みがあり，事業者が積極的に事業を展開・拡大するイン

センティブが存在した。したがって、事業者が事業意欲

に基づいて事業を展開するのに任せておけば、住民が必

要とする交通サービスが確保できる時代であった。この

ような環境下における行政の役割は、主として、過当競

争による不効率が生じないよう需給調整政策を講じるこ

とであった。 

しかし、モータリゼーションの進展に伴う利用者の

激減により、交通産業としての交通事業者が事業を十分

に展開・維持できない状況が生じてきた。利用者数が減

少してもサービス水準は最低水準にまで切り込まれてい

るため運行距離を短縮することが実質的にできず，運行

効率は低下の一途を辿り，営業努力の余地もほとんどな

い状態に追い込まれた．すなわち、内部補助によるサー

ビス供給体制が限界に達し、行政が市場を整備して交通

事業者に任せておけば必要な公共交通サービスが住民に

提供されたというよき時代の終焉である． 

したがって、バス事業がビジネスとして展開可能な

路線については最も効率的な事業者に委ねることができ

るよう参入撤退規制を緩和し，交通事業者に任せている

だけでは必要な公共交通サービスが確保できない地域や

路線については行政自らが住民に対して必要なサービス

を確保しなければならないため，地域の実態を最もよく

知っている基礎自治体に委ね，国は自治体を支援すると

いう方向に舵をきったというのが実態といえる． 

すなわち，かつての“国が行う対事業者行政”から 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 地域別採算別路線バス事業者数 

 

“自治体が行う対住民行政”への主役交代劇が平成 14

年の規制緩和であった． 
 

３．規制緩和のプロセス 
 

 (1)平成14年2月の改正道路運送法の施行 

①事業参入規制の見直し：事業参入について、需給

調整規制を前提とする免許制から輸送の安全確保

等に関する資格要件をチェックする認可制に移行

する。 

②運賃規制：これまでの認可制から上限の認可を受

けた範囲内の運賃を届け出る上限認可制とする。  

③退出規制：事業や路線の廃止については、事前届

出制とし、地域の生活交通確保のための具体策の

協議に必要な期間を確保する。 

④安全規制：運行管理者制度を追加．ポイント制に

よる罰則を明示した事後規制に改める． 

⑤法改正に合わせ、地域協議会の開催等、生活交通

の確保のための新たな枠組みを構築することによ

り、地域住民等の利便性の確保を図る． 
 

(2)平成18年10月の改正道路運送法の施行 

①自家用自動車による有償旅客運送制度の創設: 

福祉有償，過疎地有償，市町村運営有償運送など

自家用有償旅客運送(旧 80 条)を 79 条として法的

に位置づけ，登録制として自治体だけでなく NPO

法人にも認めた．  

②乗合旅客の運送に係る規制の適正化：乗合DRT 

(路線不定期運行，区域運行)やプティバス(乗合タ

クシー,10人以下)などを含め，乗合事業を(旧80条

を除き)４条に一本化した． 

③法律への目的の追加 

“道路運送の分野における利用者の需要の多様化及

び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確

実な提供”を目的に追加．これにより道路運送法

は事業者管理の法律から交通政策のための法律と

いう性格をも有するようになった． 

④国と自治体の役割分担を明確化：輸送の安全確保

は国が，地域交通政策は自治体が担うこととした． 
 

(3)平成19年10月の地域公共交通活性化・再生法の施行 

①地域公共交通総合連携計画の作成及び実施：市町

村を核とする法定協議会が、地域公共交通の活性

化・再生を総合的・一体的に推進するための計画

を作成することができるとし，その策定に支援措

置を講じることとした． 

②地域公共交通特定事業の実施：地域公共交通総合

連携計画に定められる事業のうち、特に重点的に

取り組むことが期待される「地域公共交通特定事

業」について、国による認定制度等を設け支援措

置を講じることとした．  
 

(4)規制緩和と関連制度 

規制緩和は，地域の公共交通に関わる許認可制度だ

けでなく，運行に必要な財政基盤を確保するための補助

制度，ならびに将来の公共交通に関する地域の意思を形

成する主体のあり方とも密接に関係する． 

許認可制度については，平成14年の改正で参入撤退

と運賃に関する規制が緩和され，平成18年の改正で運行

主体と運行形態に関する規制が緩和された． 

補助制度については，平成13年の補助要綱の改正に

より，赤字事業者への補助が赤字路線への補助へと改め

られた．また，国，都道府県，市町村の責任を，平均乗

車密度が基準を下回る前後の時期で分担していたのを，

広域性の程度で分担するよう改められた． 

地域の公共交通に関する意思決定主体については，

平成14年施行の改正法では未だ事業者に委ねる形となっ

ているものの，地域協議会など新たな意思決定主体に言

及しており，平成18年施行の改正法では自治体を核とす

る地域交通会議を公共交通に関する地域の意思決定主体

として位置づけ，対事業者行政から脱却する意図が認め

られる．19年施行の活性化・再生法では法定協議会に計

画策定と事業実施の機能を付与し，事業者管理から望ま

しい交通政策を実現するための枠組みへと考え方が大き

く転換した． 
 

４．おわりに 
 

平成18年10月の改正で道路運送法は事業者管理のた

めの法律から望ましい地域の交通体系の実現に向けた法

律へと転換が図られた．しかし翌年交付された“活性

化・再生法”の目的が“地域の活性化・再生”ではなく，

“地域公共交通の活性化・再生”であることを見ると，

従来の“事業者行政”の枠を自治体や地域住民に拡大す

るというとらえ方に留まり，手段であるべき“地域公共

交通の活性化”を目的とする誤解は基本的に改まってい

ないと考えるべきと思われる． 
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